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法令の名称・関連条項とその内容

想定される代替案

代替案○の場合
（遵守費用）

（行政費用）

（その他の社会的費用）

代替案○の場合

代替案1：特になし。（現行の規制内容を現状に適合したものとするためには、他に手段がないため。）

【横浜川崎区における強制水先対象船舶の範囲のあり方について（横浜港部分最終とりまとめ）（平成26年10月29日横浜川崎区の強制水先に関する検討会）
（抄）】
９．以上を総合的に勘案すれば、船舶大型化による入港隻数の減少、南本牧ふ頭の整備（沖合展開）による船舶交通の分散、混雑時の航行規制等により船舶
の輻輳状況が緩和してきており、強制水先を１万トン（現行３千トン）以上に緩和（危険物積載船を除く）することは適当である。
　操船の安全性を客観的に検証するシミュレーション調査からも緩和することが適当である。

【「日本再興戦略」改訂2014（平成26年６月24日閣議決定）（抜粋）】
国際コンテナ戦略港湾である横浜港の国際競争力を強化するため、強制水先の緩和に向けて東京湾における安全対策を含めた検討を行い、本年８月までに
結論を得る。

年間３．５億円の減少（平成25年水先料の緩和対象船舶の実績値分の減少）

本規制案（緩和）を実施しても、横浜川崎区における船舶交通の安全性は維持される。

本規制案（緩和）に伴い遵守費用が減少する一方、便益は維持されることから便益が費用を上回っていると考えられる。

便益の要素 代替案1の場合

規制の事前評価書（要旨）

政策の名称

評価実施時期

規制の目的、内容及び必要性等

規制の費用 費用の要素 代替案1の場合

強制水先の区域である横浜川崎区は、平成１１年にその強制水先対象船舶の範囲を緩和して以降、港湾整備の進展等その環境が変化してきていることから、
強制水先に関する検討会を設置し、その対象船舶のあり方を総合的に検討したところである。
その結果、横浜港部分については、「強制水先を1万トン（現行３千トン）へ緩和（危険物積載船を除く）することは適当である。」との結論がとりまとめられたこと
を受け、横浜川崎区における横浜港部分の強制水先対象船舶を、危険物積載船を除き、３千トン以上から１万トン以上にすることとする。

【法律の名称・関連条項】
水先法第３５条第１項及び２項
水先法施行令第４条及び第５条
【その内容】
水先人の乗船を強制する（以下「強制水先」という。）区域である横浜川崎区における横浜港部分の強制水先対象船舶を、
危険物積載船を除き、１万トン以上とする（水先法施行令第５条第１項）。

特になし。

有識者の見解その他関連事項

政策評価の結果
（費用と便益の関係の分析等）

特になし。

規制の便益



平成３２年度末までにＲＩＡ事後検証シートにより事後検証を実施。また事後検証までの期間を分析対象期間とする。

今回の改正は、個々の水域事情の変化に対応し、現状に適合した規制とするものであり、有効なものである。備考

レビューを行う時期又は条件


